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研究成果の概要（和文）：　アジア・南米・北米に所在する４校の日本人学校において、日本の大学からの訪問型の教
育相談支援活動を実施し、その貢献を検討した。
　日本人学校にかかわる教師・保護者・児童生徒のメンタルヘルスには、(a)地域社会の特徴（治安やリソース等）、(
b)居住環境と人間関係の状況、(c)日本の生活・教育環境との連続性・継続性が関わることが示唆された。また、日本
人学校は、現地邦人にとってメンタルヘルス支援の中核施設としての役割を担っており、教師の負担が大きいことが示
唆された。つぎに、その外部性という特徴を生かすことを通して、アウトリーチによる教育相談支援活動は関係者のメ
ンタルヘルスに貢献することが示唆された。

研究成果の概要（英文）： In this project, we visited four Japanese schools overseas (JSs) from a 
university in Japan , conducted the activities supporting the systems of educational counseling, and 
investigated how outreach activities could contribute to a new resource for enhancing mental health of 
members of JSs(children,teachers,and parent) .
 Through the practical researches, we suggested the following points. (1)Mental health of members of JSs 
is affected by three factors, A) conditions of the community(e.g.,public security and resources), B) 
residential environments and relations with neighbors, and C) continuities of living and educative 
environments from Japan. (2)JSs play important parts of supporting mental health for Japanese residents 
in the community, and that is a big burden on teachers. (3)Making good use of the characteristics 
"outsiderness", outreach activities supporting the systems of educational counseling make substantial 
contributions to enhancing mental health of members of JSs.

研究分野： 臨床心理学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
海外に滞在する義務教育段階にある日本

人の子どもは約 7.1 万人にものぼるという
（文部科学省による、平成 25 年 4 月現在）。 
海外に在留する日本人の子どもに対して、国
内の学校教育と同等の教育を行うことを目
的とする日本人学校は、世界 50 カ国・地域
に 88 校設置されており、約 2 万人が学んで
いる（文部科学省による、平成 24 年 4 月現
在）。海外で生活する子ども、その家族、教
員は、日本とは異なる言語・生活環境の中で
の適応が求められる。そのような状況の中で、
日本人学校の教師や子どもの保護者は、日本
でも起こりうる子どもの問題行動への対応、
子育て、発達障がいなどの教育的課題に加え、
帰国後の進路の問題などの日本人学校特有
の課題にも対応しなければならない。しかし、
日本に比べ相談機関といった学校外部の資
源が充実していない環境の中で、日常的なメ
ンタルヘルス支援の担い手は、日本人学校の
スタッフと保護者に求められ、その責任と負
担は計り知れないものである。 
さて、日本人学校に関する先行研究に目を

移すと、災害等の緊急事態時における危機介
入の実践報告や、特別支援教育に関する調査
はみられるものの、上述したような異文化環
境での適応、日本でも起こりうる子どもの問
題行動や発達上の課題への対応、子育ての助
言、帰国後の進路の情報提供といった“日常
的な”教育相談活動への支援をテーマにした
実践や研究の蓄積はほとんど存在しない。子
どもを支える教師や保護者といった“支援者
のエンパワメント”の側面から支援の可能性
を検討する実践や研究の蓄積も不十分であ
る。これらの研究が十分に展開しない理由の
一つには、スクールカウンセラーなどの専門
家の配置が財政的に困難であるという現状
が存在する。そこで実際的な観点から、大学
からのアウトリーチ支援を中心において、
“日常的な”教育相談支援の実施可能性につ
いて検討することとした。 
 
２．研究の目的 
本研究では、日本人学校の教師、児童生徒、

保護者それぞれの“日常生活のメンタルヘル
ス”に対して、大学からのアウトリーチによ
る教育相談への支援を通して、臨床心理学的
な観点による支援の可能性を検討すること
を目的とする。 
調査１：日本人学校の教育相談活動の現状を
把握することに加え、教師と保護者それぞれ
が抱えるメンタルヘルスに関わる課題を抽
出し、まとめていく中で、教師と保護者の支
援ニーズについて検討する。更に、上記のニ
ーズを踏まえ、大学からのアウトリーチによ
る支援者の役割と機能について検討する。 
調査２：対象者を保護者に限定し、個別の教
育相談に訪れた保護者と、教育相談を求める
にまで至っていない保護者から、メンタルヘ
ルスにかかわる悩み・心配・ニードをその環

境的・状況的背景と合わせて比較・照合し、
アウトリーチによる具体的な支援レパート
リーについて検討する。 
調査３：複数の日本人学校から調査データを
収集し、日本人学校の日常的なメンタルヘル
ス上の課題とその課題を深刻化させる要因
を整理、検討する。 
 
３．研究の方法 
本研究では計４校の日本人学校に訪問し、教
育相談活動を通して実践調査を行った。A 校
はアジアの大都市にあり、幼稚部・小学部・
中学部からなる大規模校である。B 校もアジ
アの大都市にある小学部・中学部をもつ大規
模校。C 校は北米の 1 都市郊外にあり、小学
部・中学部からなる中規模校である。D 校は
南米の 1 都市にあり、小学部・中学部からな
る小規模校である。以上の 4 校に訪問する中
で、図１の通り、“個別教育相談活動”（保護
者・児童生徒の相談面接、教師とのコンサル
テーション、フィードバック等）と“一般へ
の教育相談活動（保護者・児童生徒への講演、
教師への講話等）”を各校の依頼により組み
合わせて行った。相談面接やコンサルテーシ
ョンといった支援からなる“個別教育相談活
動”と、事例化するまでには至らない“一般
への教育相談活動”の双方の対象者から得ら
れたデータを適宜、比較・照合する中で、“教
員・保護者・児童生徒のメンタルヘルスにか
かわる悩み・心配・ニード”を環境的・状況
的背景と合わせて整理した。更に、教育相談
活動による支援を通じてこうした対象者に
聴取する中で、実際に日本人学校外部の者た
ちが、どのような支援・貢献ができるのかに
ついて模索し、アウトリーチによる支援者の
役割と機能（調査１）と、具体的な支援のレ
パートリー（調査２）について検討した上で、
再度、日本人学校へ訪問し、実践活動を行う
中でそれらについて検証を行った。 

 
図１ 研究概要 

 
また、“教師・保護者・子どものメンタルヘ
ルスにかかわる悩み・心配・ニード”からそ
の特徴やリスクを抽出し、更に項目化する中
で、日本人学校において、どのようなメンタ



ルヘルスの課題を持つか、その課題の背景と
なる要因と合わせて、モデルの作成・検証を
行った（調査３）。 
 
４．研究成果 
(1)調査１：アウトリーチによる支援者の役
割と機能 
訪問校での教育相談活動において、保護者、

教員のヒアリング、フィールドノート、訪問
後の教員への自由記述式の質問紙、調査者ら
によるディスカッションの記録から教員と
保護者が抱える課題について抽出・分類し、
生活する海外の地域性から生じると想定さ
れる課題、日本人学校または日本の学校の特
性として生じると想定される課題に分けて
整理した。その結果、a「地域性から生じる
と思われる教員の抱える課題」として、①治
安のためにみんな自由に行動できない、②保
護者同士で情報が流れやすい、③親子常に一
緒で子が自立しづらい、④親/子の相談機関
があれば、⑤学校・保護者を繋ぐ第 3者が欲
しい、が挙げられた。次に b「地域性から生
じると思われる保護者の抱える課題」として
は、⑥子が学校，父親は仕事の間，どう過ご
せばよいかわからない、⑦子育てこれで大丈
夫か心配、⑧特別支援が必要な子にどう対応
すればよいかわからない、⑨子どもの診断を
付けてほしい、⑩ちょっと話を聞いてくれる
所がない、⑪学校・保護者を繋ぐ第 3者が欲
しい、が挙げられた。c「日本人学校または
日本の学校の特性から生じると思われる教
員の抱える課題」は、⑫保護者との話し合い
をどう進めればよいかわからない、⑬時間の
余裕がない、⑭人的整備が必要、⑮3 年の任
期でしばりがある、⑯研修がもっとしたい、
⑰悩みを抱え込む教員にケアが必要、⑱調査
者に定期的に来てほしい、⑲父親は忙しい、
が挙げられた。そして、d「日本人学校また
は日本の学校の特性から生じると思われる
保護者の抱える課題」として、⑳教員にどこ
まで言って/聞いていいか悩む、㉑転勤が多
い中で子に主張されると困る、㉒日本に戻っ
た際の進路に困る、㉓日本の相談機関はどん
な感じなのか知りたい、㉔父親は忙しい、が
挙げられた。 
以上の結果から、アウトリーチによる支援

者の役割と機能として、第 1に“専門家とし
ての助言・情報提供”が挙げられる。教員は、
コンサルテーションや情報提供、中でも特別
な支援を要する生徒に対する対応について
具体的な方策を必要としていた。更に、教員
の心のサポートといった専門的な関わりを
求めていることがわかった。保護者も同様に、
特別支援を要する子に関する情報提供に加
え、子育ての助言を専門家に対して必要とし
ていることがわかった。それに対しアウトリ
ーチによる支援者に求められるものとして、
第 2に“メディエーターとして役割”が挙げ
られた。第 3の立場をとれる人的資源が少な
いと考えられる状況の中で、教員、保護者は

共に、アウトリーチの立場の支援者に対して、
教員・保護者の双方のコミュニケーションを
円滑にするメディエーターとしての役割を
求めていると言える。これは、治安や言語な
どの環境上の制限から外部に支援を求めに
くいという状況があり、学校（教員）と保護
者、子どもと保護者の間ではしばしば 2者関
係の中で行き詰まるといった事態に陥りや
すいことが明らかになった。 
ただ今回の結果は、教員へのヒアリングや

保護者との“個別教育相談活動”からデータ
を多数得ることができたものの、教育相談ま
では繋がっていない一般の保護者のニード
の把握までには至らず、対象をより網羅した
日常的なメンタルヘルス支援の可能性を明
確にすることが課題として挙げられた。 
 

(2)調査２：具体的な支援のレパートリー 
個別の教育相談を求めるまでに至ってい

ない一般的な保護者からのデータとして、教
育相談に関する講演に参加した保護者に選
択式・自由記述式の質問紙を実施し、また、
教育相談に繋がった保護者からのデータと
して、教育相談のヒアリングとフィールドノ
ート、調査後の調査者によるディスカッショ
ンの記録から、それぞれの保護者のニードに
ついて整理した。講演参加者から得られた保
護者のニードとして、相談相手の限局、相談
資源の不足、子育ての悩みが挙げられ、教育
相談に繋がった保護者のニードとして、話し
相手の切望、メディエーターの不在、具体的
な子どもの悩みが挙げられた。双方の保護者
は、①子育て、特に子どもの成長や主張に応
じた関わりについての日常的な懸念を抱え
やすく、こうした懸念に関して②日常的に相
談できる相手や③専門的な助言が得られる
学校外部の相談資源を希求していることが
示唆された。また、上記の懸念の背景にはさ
らにいくつかの要因が存在し、関与すること
が示唆された（図２）。 
 

図２ 保護者の懸念の要因 
 

 日常的な懸念に影響を与える要因として、
“養育や教育の一般的な要因”（子育てや教
育に関する支援体制・コミュニティや家庭状
況）、“日本人学校が持つ要因”（帰国後の適
応に関わる情報の量や学内のサポート体制
の有無）、“地域が持つ要因”（相談支援機関



の有無、治安状況）—が挙げられ、これらが
それぞれに、あるいは組み合わされて、保護
者懸念に対する、保護者の苦悩は深くなるこ
とが推察された。しかしこれらの結果は、１
校のみの調査、親からのデータの分析に基づ
くもので、枠組みの提示に留まった。 
 以上の結果を踏まえ、具体的な支援のレパ
ートリーとして、第 1 に、“養育や教育の一
般的要因”に応じた支援として、保護者が相
談できるよう学校の相談機能の充実のため
の教員へのコンサルテーション・働きかけが
挙げられる。日本に比べて相談機関が限られ
ている中で、日本人学校がその相談機能を担
わざるをえない現状がある。そうした中、問
題となる子どもの言動を本来持っている発
達的な意味として教員と支援者が共有する
といった働きかけが挙げられる。そのような
支援を通して教員が得られた子ども理解の
視点を持って、教員と保護者が一緒に子ども
の言動について考えていくことが期待され
る。また、教員が研修の機会を日常的に持て
ない中で、普段の生徒指導において直面する
問題について、講演という形で情報を提供し
ていくことも日本人学校の相談機能を充実
させるために必要な支援の一つであると考
える。第 2 に、“日本人学校が持つ要因”に
合わせた支援として、帰国の際の移行を円滑
に進めるための相談・情報提供が挙げられる。
保護者にとって帰国後にわが子が問題なく、
転校先に適応できるか否かについては保護
者の悩みの一つといえる。アウトリーチによ
る支援者が直接顔を合わせ、保護者が安心し
て相談できる環境を提供する中で、保護者が
持つ帰国後の不安について整理し、日本の学
校に関する情報を伝えるといった支援が保
護者の悩みの軽減に繋がると思われる。また、
アウトリーチによる支援者が日本の学校の
詳細な情報を全て網羅していない中で、帰国
先の学校やメンタルヘルス支援が可能であ
る相談機関のネットワーク作りが課題とし
て挙げられる。第 3 に、“地域が持つ要因”
に合わせた支援として、その地域の治安や資
源に合わせた支援が考えられる。治安の安全
性が保障されない地域においては、子どもは
もちろん保護者の生活や行動の範囲に制限
を求められ、家庭内のみの閉鎖的な環境下で
過ごす時間が多くなる。日本の教育相談とは
異なり、そういった生活背景を考慮しながら
アウトリーチによる支援者は保護者からの
相談に応じ、助言するといった配慮が必要で
ある。また、相談資源が限られており、保護
者が学校以外に子育ての悩みを話したり、助
言を求めたりし難い中で、遠隔地からのメー
ルなどの支援といった形もまた、アウトリー
チによる支援者が日本人学校のメンタルヘ
ルスに貢献できる支援の在り方だといえる。 
保護者の悩みだけではなく、養育や教育の一
般的要因、日本人学校が持つ要因、地域が持
つ要因といった、保護者の悩みの背景をアセ
スメントし、上記 3つの支援を組み合わせな

がらアウトリーチのよる支援を考えていく
必要がある。 
 
(3)調査３：モデルの作成・検証 
訪問校の教員・保護者へのヒアリング、フ

ィールドノートに加え、調査後の調査者によ
るディスカッションの記録から、“日常のメ
ンタルヘルスにおける課題とその取り組み”
に関する記述を抽出し、更にこれまでの研究
結果と突き合せ、【メンタルヘルス上の課
題：以下、課題】（日常生活のメンタルヘル
スに関して教員、保護者が困っていること）
と【課題を深刻化させる要因：以下、要因】
（課題に強弱をつける地域・学校・家族に関
する特徴や状況）に分け、その関連性を検討
した。教員の【課題】として、時間のゆとり
がない、個人情報の管理に気づかう、子ども
がコミュニケーションをうまくできない、学
校と家庭に入る人がいない、等が挙げられて
いる。保護者の【課題】では、子どもに関し
て自己主張が困る、帰国後に適応できるか、
不安を抱えており、コミュニティに関して、
保護者同士の付き合いが難しい、教員とのや
りとりが上手くいかない、等が課題として挙
げられた。教員の【要因】は“教員の業務・
教員家族の負担（例：地域貢献活動）”、“学
校の規模・構造（例：教員同士の関係）”が
あり、保護者の【要因】は、“海外在住目的
と父親の職種（例：父親の子育てのサポー
ト）”、“転勤や帰国の可能性（例：進路の情
報量）”がみられた。また、教員と保護者に
共通して、“国や風土の特徴（例：治安）”、“日
本人コミュニティの特徴（例：生活居住地の
制限）”、“学校のリソース（例：子どもの理
解や支援に関する情報や研修の有無、子ども
をサポートする体制）”、“地域のリソース
（例：相談機関）”が挙げられた。【課題】と
【要因】の繋がりについてみてみると、図３
のように【課題】に対して複数の【要因】が
背景となり、それらの【要因】もまた、複数
の【課題】を引き起こすことが考えられる。 

図３ モデル図の一部 
 
上記のように【課題】や【要因】を構造的に
捉える中で、アウトリーチのよる支援者が、
訪問前に訪れる場の【要因】について情報収



集することによって【課題】の予想が可能に
なるとともに、【要因】に応じて、情報提供
や学校・家庭の調整といった支援を組み立て
られる。今後、【課題】と【要因】の関連性
を検証するための量的データの収集と解析
することが研究課題として挙げられる。 
 
(4)実践調査のまとめと進行中の研究 
 アジア・南米・北米に所在する４校の日本
人学校において、日本の大学からの訪問型の
教育相談支援活動を実施し、その貢献を検討
した。 
 日本人学校にかかわる教師・保護者・児童
生徒のメンタルヘルスには、(a)地域社会の
特徴（治安やリソース等）、(b)居住環境と人
間関係の状況、(c)日本の生活・教育環境と
の連続性・継続性が関わることが示唆された。 
 また、日本人学校は、現地邦人にとってメ
ンタルヘルス支援の中核施設としての役割
を担っており、教師の負担が大きいことが示
唆された。 
 つぎに、教育相談支援プログラムの開発に
関して、①アウトリーチの教育相談支援活動
は様々な点で保護者や教師のメンタルヘル
スに貢献すること、②個別面接・コンサルテ
ーション・講話・カンファレンスなど多様な
プログラムを組み合わせて実施可能である
ことが示唆された。これらの実践において、
その外部性という特徴を生かすことを通し
て、アウトリーチによる教育相談支援活動は
関係者のメンタルヘルスに貢献することが
示唆された。 
 未発表のため、本報告には掲載できなかっ
た進行中の研究として、①訪問後、双方向遠
隔通信サービスの利用によって実施した教
育相談の実践研究、②日本人学校での実践調
査を基に作成した、日本人学校の構造的特徴
と教師のメンタルヘルスの関連を調査する
質問紙の実施と分析がある。これらの結果は
順次学会発表を行い、論文化していく予定で
ある。 
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